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研究成果の概要（和文）：杭基礎を有する連層耐震壁付き鉄筋コンクリート造建物において、剛強な基礎ばりを
必要とする耐震壁脚部での曲げ降伏を保証する設計法に代わり、杭頭と基礎ばりの降伏を許容する合理的な設計
方法を提案した。この設計法では、杭基礎と建物の一体解析は必要とせず、連層耐震壁脚部周りのマクロモデル
を用いて耐震壁脚部の曲げ耐力を低減することにより簡易的に建物部分の解析だけで耐震設計を行う合理的な方
法を提案している。また、杭頭に大きな靭性能が必要となるため、靭性能に乏しい既成杭を対象に杭頭・パイル
キャップ接合部の適切な補強方法を静的加力実験により検討した。

研究成果の概要（英文）：The conventional seismic design method for the Reinorced Concrete building 
with continuous shear walls on the pile foundation requires very strong and stiff foundation 
girders. This research aims to develop a reasonable seismic design method to allow the connecting 
foundation beam to yield. The proposed method does not require a pile foundation-upper structure 
analysis. The bending strength of the continuous shear wall is reduced according to a proposed macro
 model around the bottom of the wall. The top of the pile needs to have enough ductility to achieve 
the system. Therefore, a series of static loading tests with pile-pile cap connection portions are 
also conducted to propose an appropriate strengthening method.

研究分野： 鉄筋コンクリート構造

キーワード： 鉄筋コンクリート構造　杭基礎　連層耐震壁　一体解析　終局強度設計
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研究成果の学術的意義や社会的意義
これまでは、杭基礎を有する鉄筋コンクリート造建物に対して、杭基礎と連層耐震壁脚部の許容応力度設計は実
施するようになったものの、終局強度を確認することは要求されてこなかった。一方、超高層建物では、杭基礎
と上部建物の一体解析を実施するなどして、終局強度設計も行われてきたが、一般的に基礎ばりを剛強とし、上
部建物で明快な降伏機構を形成するように設計されてきた。一方、一般的な建物を考えると、そういった剛強な
梁を要求することは困難であり、そのため終局強度の確認もされてこなかった。本研究の成果は、合理的に基礎
ばりの降伏も許容するものであり、杭基礎も考慮した終局強度設計を可能とする。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
建物の設計は，鉛直荷重と水平荷重に対して設計されている。水平荷重としては，建物の供用年
限中に数度経験するような地震（中地震）に対しては，修復が必要な損傷が生じないこと，供用
年限中に経験するかどうかという地震（大地震）に対しては，建物の終局状態が安全で人命を損
なわないことを確認している。杭基礎を有する建物（図１）において，杭基礎は元来，地業であ
り構造物としては考慮されてこなかった。その為，自然地盤と同じく，鉛直荷重，特に脆性的な
挙動となる圧縮側の鉛直支持能力の確認だけが行われてきており，水平荷重に対する検討は一
般建物では行われてこなかった。 
杭基礎―基礎ばり―上部構造の応力をなるべく正しく算出し，設計するためには，図２のように，
杭基礎―地盤―建物の一体解析を行う必要がある。超高層建物では一般的に広く行われる。しか
し，杭基礎部のモデル化において分割数を多くとらなければならない，建物全体の自由度が非常
に大きくなり計算負荷が大きいなど，非常に煩雑で，一般建物に対して広く実務設計で用いるこ
とは非現実的である。 
 一方，一般建物では，1978 年宮城県沖地震，1995 年兵
庫県南部地震，2011 年東北地方太平洋沖地震，2016 年熊
本地震をはじめ，杭基礎の被害が数多く見受けられ，建物
が大きく傾斜し，取り壊されてしまったものが沢山ある。
その為，2001 年には建設省告示により，杭基礎の中地震
に対する設計が盛り込まれた。その後も杭基礎の被害が
見受けられるため，今日では杭基礎の終局設計（大地震に
対する設計）の必要性が検討されている。 
 一般建物では図２に示したような一体解析は一般的で
はないため，次のような簡略法で設計用応力を求めるこ
ととしており，日本建築学会でも同様の指針を作成中で
ある。まず，上部構造の応力は，図３に示すように基礎部
でピン支持することにより求める（A）。一方，杭基礎と
基礎ばりについては，基礎ばりは弾性と仮定して，図４の
様に杭をモデル化し，上部構造および基礎部重量に対す
る慣性力を杭頭部に載荷し，杭基礎と基礎ばりの応力を
別途算出する（B）。また，地盤の変位に拠る応力を考え
るため，図５に示すように，地盤の応答解析から求まる杭基礎の変位により生じる応力（C）を
算出する。 
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図３ 上部構造の解析 
と応力 

図４ 上部構造＋基礎部慣性力
による杭・基礎ばり応力 

図５ 地盤の変位による 
杭基礎・基礎ばり応力 

 
基礎ばりの応力は，A+B に C を加えることとなる。日本建築学会大会の PD 資料（2018）によ
ると，杭頭最大曲げモーメント時の変位 D を用いてα1×D で仮定することができる。ここで，
α1は建物と地盤の卓越周期 Tbと Tgから求まる係数である。 
 しかし，本研究で対象とするような，建物として一般的な連層耐震壁が図６のように配置され
ている建物の場合，耐震壁両端をピン支持しているため，両側にとりつく基礎ばりには，大きな
応力が計算上発生しない。耐力壁の曲げモーメントの反力は，支持点での変動軸力として負担す
ることとなる。この部分に軸ばねを配することもあるが，杭，杭周囲の摩擦と地盤の軸剛性を適
切に反映することは難しく，また，その設定値によって応力が大きく変動するのでそれはそれで
問題である。 
 この大きな変動軸力により，図６に示すように一部の杭基礎に大きな変動軸力が作用し，杭の
設計が収まらない。これは，例えば図３の状態で上部構造に必要な強度が Ds=0.55 となったよ
うな場合，図６では，杭基礎でこの図６に示すような境界条件を保証しているようなものである。
上部構造が仮に Ds 相当で 0.65 まで強度が上がった場合には，Qu を保証するとなるとさらに応
力が大きくなる。なお，圧縮側の応力に対しては，架構の安定性の観点から，この圧縮軸力を負
担できるようにすることが一般的である。また，基礎ばりの曲げモーメントは，図６に示す上部
構造による曲げモーメントと，図７に示す杭基礎の曲げモーメントにより発生する曲げモーメ
ントの合計となるが，先に述べた通りに図６においては耐震壁の脚部がピン支持で拘束された
解析であるため，基礎ばりの設計用応力が過小評価されている可能性が高い。 

基礎ばり

上
部
構
造

杭
基
礎

地
盤
ば
ね

 

図２ 一体解析 
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図６ 連層耐震壁を有する建物の   図７ 連層耐震壁がある場合に基礎部に作用する 
    応力      上部構造の応力 
 
２．研究の目的 

そこで，本研究では図８に示すよう
な新しいメカニズムを部分的に考慮す
る。引張側，圧縮側にとりつく基礎梁
は曲げ降伏させる（MF1，MF2）。引張側
の杭の軸力 Np1 は，周辺摩擦を考慮し
て引き抜けるか，内部の鉄筋が降伏す
る状態の軸力とする。杭の曲げ強度は
Np1と N-M 相関から Mp1 と決まる。圧
縮側の軸力は，Np1から Np2と決まる。 
 圧縮側の杭頭の曲げモーメントは，
必ずしも降伏モーメントに達していな
くてもよい。Np1, Mp1, Np2，Mp2を壁下
には用いて，図４により，基礎部の慣
性力によるモーメントを算出する。 
 この状態から壁の曲げモーメントを
出す場合は，圧縮側の基礎ばりの剛性・強度と圧縮側杭基礎の剛性・強度の関係から，まず Mp2
を推定する。更に，次式により，壁脚部のモーメントを算出し，これが図５による解析における
Mw と比較して，大きく異なる（大分と小さい）場合は，基礎ばりの配筋を増やすようにする。 

𝑀𝑀𝑤𝑤 = 𝑀𝑀𝐹𝐹1 + 𝑄𝑄𝐹𝐹1 ∙
𝐿𝐿
2

+ 𝑁𝑁𝑃𝑃1 ∙
𝐿𝐿
2

+ 𝑀𝑀𝐹𝐹2 + 𝑄𝑄𝐹𝐹2 ∙
𝐿𝐿
2

+ 𝑁𝑁𝑃𝑃2 ∙
𝐿𝐿
2
− 𝑀𝑀𝑃𝑃1 −𝑀𝑀𝑃𝑃2    式(1) 

これは，図６からも分かるとおり，耐震壁脚部の両側にとりつく基礎ばりには，耐震壁の大き
な曲げモーメントによる応力が発生しておらず，剛節架構部分の応力と，基礎の慣性力による応
力，および地盤変位による応力のみから決まるためである。 

あくまで，耐震壁脚部のモーメントは図５での応力解析結果を用いる場合は，次式を満足する
ように，杭基礎の配筋を決める必要がある。基礎ばりの降伏を見込めるだけ，図６および図７で
示した，基礎ばりを弾性と仮定する原稿設計法に比べて合理的となる。 

なお，式における，𝑀𝑀𝑝𝑝1および𝑀𝑀𝑝𝑝2は，実際には，耐震壁軸まで伸ばした節点曲げモーメン
トであり，それを求めるためには，基礎ばりの反曲点位置が必要。モーメント大きくとると，杭
の応力は相対的に小さくなるため，せん断スパンは梁長とするのが安全側であろう。 
 
３．研究の方法 
杭基礎を有する連層耐震壁付建物の，杭基礎と基礎ばりの設計において，連層耐震壁脚部の局

部的な応力をマクロモデルにより考慮して，一体解析に拠らずに設計する方法を提案する。それ
により，杭基礎と基礎ばりの終局設計法をより合理的にする。具体的な検討項目を以下に示す。 
(1) 杭の遠心載荷試験では、地盤－杭－上部構造物系において、耐震壁が杭応力に及ぼす影

響を検討。 
(2) 図８のような部分架構に対して，圧縮側の杭と基礎ばりの応力・剛性をパラメータとし

て実施する壁脚部固定試験体の静的加力実験から，圧縮側の杭の降伏しない範囲を推定。
(1)による壁脚曲げ応力算定の妥当性の検討。 

(3) FEM 解析により，更に杭と基礎の関係のパラメトリック解析を実施 
(4) 図６と，図８を考慮した図７による応力の重ね合わせによる応力が，妥当であることを

振動台実験により確認する必要がある。慣性力の足し合わせなので，振動台実験が必要
である。また，慣性力による応力の重ね合わせを対象とするため，大型振動台実験では
実験の安全性から地盤の変位は無視し，地盤は剛な RC プール内に造築することができ
る。本課題では，実験計画の概要を検討する。 
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４．研究成果 
連層耐震壁脚部における杭基礎の設計において、取りつく基礎ばりを含めた設計方法の合理

化のため、連層耐震壁に取り付く基礎ばりの降伏を考慮した時の、連層耐震壁脚部のマクロモデ
ルについて再検討を行い、提案式を作成した。一般的に行われている基礎ばりを剛強として基礎
ばり部で上部構造と下部構造を分離する解析手法を用いつつ、提案するマクロモデルを用いて
耐震壁脚部の応力状態を簡易的に修正し、設計に用いることを想定している。この方法により、
煩雑で実施には高い技術力を要する建物と杭基礎の一体解析を実施する必要がなくなる。また、
提案する手法を検証するため、杭基礎を有する8階建ての連層耐震壁付き鉄筋コンクリート造建
物の試設計を実施し、その挙動を確認した。今後は基礎ばりの強度をパラメータとした解析が必
要であることを確認した。 
次に、基礎ばりの降伏が連層耐震壁脚部の杭基礎および基礎ばりの応力に与える影響を考慮

するため、杭基礎を有する建物モデルの動的遠心載荷実験を東京工業大学で行った。試験体は１
×３スパンの１層試験体で、各柱下に１本の杭を有している。３スパン方向に加振し、その中央
スパンに耐力壁を有するものと有しないものの２種類とした。得られた知見を以下に示す。 

 動的遠心実験で，耐震壁が杭応力に及ぼす影響を検討した。耐震壁のある構造におけ
る隅杭と中杭の杭頭曲げモーメントの差異は，純ラーメン構造のそれより小さかった。
それは，建物慣性力による耐震壁のロッキングが，中杭の杭頭曲げモーメントを緩和
する方向に基礎梁を変形させたためと考えられる。 

 地盤－杭－構造物系の遠心振動実験および一体モデル解析を行い、杭の鉛直変位が基
礎梁の曲げモーメントに及ぼす影響を検討した。その結果、耐震壁近傍の基礎梁の曲
げモーメントは、鉛直変位を考慮すると鉛直変位固定のそれの3 倍程度になった。一
方で、純ラーメン構造の中杭内側の基礎梁の曲げモーメントは鉛直変位を考慮すると
鉛直変位固定のそれの2 倍程度になった。 

 耐震壁を有する建物について、一体モデルおよび分離モデルの静的解析を行い、水平
地盤反力が杭応力に及ぼす影響を検討し、以下の知見を得た。水平地盤反力が大きく
なると、耐震壁下の中杭の杭頭曲げモーメントが前方・後方杭より小さくなる傾向は
強くなる。これは、水平地盤反力が大きくなると、鉛直力による杭の水平変位が杭頭
付近に集中し、鉛直力による中杭の杭頭曲げモーメントが大きくなる、かつ、その向
きが水平力による中杭の杭頭曲げモーメントと逆向きになるためである。 

 耐震壁を有する建物について、一体モデルおよび分離モデルの静的解析を行い、杭の
鉛直変位が杭応力に及ぼす影響を検討し、以下の知見を得た。鉛直変位を考慮すると、
前方・後方杭の曲げモーメントが中杭よりも大きくなり、鉛直変位を固定すると、中
杭よりも小さくなる。これは、鉛直変位を考慮すると、耐震壁直下の基礎梁のロッキ
ングによって、鉛直力による中杭の杭頭曲げモーメントが水平力によるそれと逆向き
に発生するためである。 

 
パイルキャップが先行破壊する既製杭基礎構造試験体３体の構造実験から，以下の知見を得

た。 
 本実験においては，パイルキャップ内の補強筋量が異なっていても，ひび割れ性状や

最大耐力に大きな差異は見られなかった。また，いずれの試験体も高い靭性能を有し
ていた。 

 パイルキャップ内補強筋はいずれの試験体においても，パイルキャップ上面に近い位
置において一部の補強筋以外降伏しなかった。 

 補強筋のひずみ度から推定したパイルキャップ内の補強筋による引張力は最大耐力時
においても，提案される評価式の 60%程度に留まっていた。 

 パイルキャップせい Bと埋込長 lの比が大きい試験体で計算値は耐力を過小評価し，
Qmax/Qの下限値は，B/l =4以上で概ね B/lに比例して増大する傾向があることから，
耐力評価には，支圧力とパイルキャップ径を考慮することが必要である可能性がある。 

 
また、寸法効果を確認した過去実験について，3 次元ソリッドモデルを使用した FEM 解析を実

施した。杭頭部を想定しているが，加力装置の関係で上下反転した設置条件となっている。一般
的な地盤と杭の関係から，せん断スパン比は 2.5，設計規準強度 Fc は 25 N/mm2である。一定軸
力下で自由端に水平力を加えている。一般的な条件の鉄筋コンクリート杭に比べ，軸部の断面積
を 2/3 までスリム化した条件を想定しており，長期軸力として軸力比 0.16 を採用している。杭
径 350mm と杭径 700mm の 2 種類が実験された。壁脚下における軸力変動など，長期軸力の 3 倍
の高軸力作用下を想定した軸力比 0.48 の条件についても実験がされた。高強度せん断補強筋と
普通強度せん断補強筋の条件を含む計 6 ケースにおいて，実験と解析を比較・考察した。その結
果、杭径 350mm，杭径 700mm の両者に対して全体応答性状において最大耐力および最大耐力後の
強度低下までを良好に表現できることを確認した。ここにおいて杭径による有意な差はみられ
なかった。長期軸力の 3 倍の軸力比 0.48 の場合について，解析において杭径 700mm の場合を準
備し，杭径による影響を考察した。併せて，回転角分布は杭径による影響は見られなかった。断
面の応力分についても，通常設計で問題となる 1/67 まで，影響は見られなかった。曲げ降伏が
先行して，変形性能に期待する鉄筋コンクリート杭について，変形，応力分布に対する影響は軸



力条件が厳しい場合でも，大きな影響を与えるものではないと判断された。 
杭基礎構造システムの杭頭埋込部における曲げ挙動に着目し，松田等による杭頭埋込部の曲

げ耐力評価法（以下，既往評価式）を踏まえ，既製杭を想定した杭基礎部分架構試験体の杭頭埋
込部の曲げ挙動および曲げ耐力評価を目的とし，杭基礎部分架構試験体の静的繰返し載荷実験
を実施した。試験体は全 5 体である。また，既往評価式により杭頭埋込部曲げ耐力の評価を行っ
た。以下に，結論を示す。 

 杭頭埋込長さを杭径の 1.5倍とした試験体 DR-2の負載荷側を除いて，全試験体で杭
頭埋込部周辺のコンクリートが剥離・剥落し，耐力および剛性の低下が生じた。ま
た，杭部材角 Rp=3.88%まで大きな耐力低下は生じず安定した挙動を示した。 

 杭頭埋込部の曲げ耐力評価について，既往評価式を用いた場合，高圧縮軸力が作用
する試験体で危険側となる結果となった。 

鋼管巻き中実杭の変形性能を型スケールに変更した場合に発揮できるか確認することを
目的とし，杭基礎部分架構大型試験体 1 体の静的繰返し載荷実験を実施した。その結果、以
下のことを明らかにした。 

 高軸力下において，杭部材は部材角 R＝10%程度まで安定した挙動となっており，実
大規模の試験体においても高い変形性能を示した。 

 損傷は，杭頭位置での隙間部に集中しており，他部材のひび割れ等の発生はほとん
ど生じなかった。 
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